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1. 普通会計財務書類 
① 貸借対照表 

 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 16,508,260

①生活インフラ・国土保全 32,094,363 (2) 長期未払金

②教育 22,593,387 ①物件の購入等

③福祉 4,186,229 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 995,735 ③その他

⑤産業振興 8,851,192 長期未払金計 0

⑥消防 893,946 (3) 退職手当引当金 3,736,896

⑦総務 8,850,650 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 78,465,502 固定負債合計 20,245,156

(2) 売却可能資産 141,445

公共資産合計 78,606,947 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,939,193

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 100,959 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 213,534

投資及び出資金計 100,959 流動負債合計 2,152,727

(2) 貸付金 120,821

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 22,397,883

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 4,015,618

③土地開発基金 1,426,739 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 10,830,696

⑤退職手当組合積立金 1,801,289

基金等計 7,243,646 ２　公共資産等整備一般財源等 62,028,721

(4) 長期延滞債権 287,430

(5) 回収不能見込額 △ 24,783 ３　その他一般財源等 △ 2,442,223

投資等合計 7,728,073

４　資産評価差額 △ 25,636

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 70,391,558

①財政調整基金 4,514,271

②減債基金 377,580

③歳計現金 1,467,812

現金預金計 6,359,663

(2) 未収金

①地方税 107,490

②その他 8,457

③回収不能見込額 △ 21,189

未収金計 94,758

流動資産合計 6,454,421

資　　産　　合　　計 92,789,441 負 債 ・ 純 資 産 合 計 92,789,441

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

貸借対照表
(平成20年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0

2,688,897

26,859

142,616

126,946

2,018,126

11,338

419,588

0

490,300

662,431

△ 1,152,731

0

1,335,630

2,660,000

0

1,036,192
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② 行政コスト計算書 

 

　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他
行政コスト

（１）人件費 2,959,783 20.4% 150,646 460,771 676,453 144,589 180,242 16,766 1,131,782 198,535 0

（２）退職手当引当金繰入等 △ 732,946 -5.1% △ 46,173 △ 126,055 △ 208,258 △ 44,625 △ 53,865 △ 481 △ 240,128 △ 13,361 0

１ （３）賞与引当金繰入額 213,534 1.5% 10,928 33,344 48,784 10,387 12,956 1,208 81,602 14,324 0

小　　計 2,440,371 16.8% 115,400 368,060 516,980 110,351 139,333 17,492 973,256 199,498 0

（１）物件費 3,623,177 25.0% 131,903 691,308 679,713 632,446 157,051 526,318 797,470 6,968 0

（２）維持補修費 165,574 1.1% 17,034 72,779 6,424 59,246 755 76 9,260 0

（３）減価償却費 2,483,415 17.1% 790,416 608,241 188,469 47,029 522,263 76,990 250,007

小　　計 6,272,166 43.2% 939,353 1,372,328 874,606 738,721 680,069 603,384 1,056,737 6,968 0

（１）社会保障給付 1,239,718 8.5% 10,325 1,229,372 21

（２）補助金等 1,824,545 12.6% 4,938 119,364 696,144 349,466 255,816 36,906 361,127 784 0

３ （３）他会計等への支出額 2,364,576 16.3% 909,022 0 978,539 350,000 125,015 2,000 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

68,082 0.5% 13,868 0 0 0 54,214 0 0 0

小　　計 5,496,921 37.9% 927,828 129,689 2,904,055 699,487 435,045 38,906 361,127 784 0

（１）支払利息 306,043 2.1% 306,043

（２）回収不能見込計上額 △ 3,046 0.0% △ 3,046

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0

小　　計 302,997 2.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 306,043 △ 3,046 0

14,512,455 1,982,581 1,870,077 4,295,641 1,548,559 1,254,447 659,782 2,391,120 207,250 306,043 △ 3,046 0

（　構　成　比　率　） 13.7% 12.9% 29.6% 10.7% 8.6% 4.5% 16.5% 1.4% 2.1% 0.0% 0.0%

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

行政コスト計算書
自　平成19年4月  1日

至　平成20年3月31日
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　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 382,565 36,956 29,364 217,653 42,018 27,818 0 28,422 0 0 0 334

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 25,663 1,512 202 16,371 0 6,578 0 0 0 0 0 1,000

408,228 38,468 29,566 234,024 42,018 34,396 0 28,422 0 0 0 1,334

ｄ／ａ 2.81% 1.9% 1.6% 5.4% 2.7% 2.7% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0%

14,104,227 1,944,113 1,840,511 4,061,617 1,506,541 1,220,051 659,782 2,362,698 207,250 306,043 △ 3,046 0 △ 1,334

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ  

3 
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③ 純資産変動計算書 

（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 68,087,794 10,532,547 61,103,455 △ 3,531,241 △ 16,967

純経常行政コスト △ 14,104,227 △ 14,104,227

一般財源

地方税 9,479,849 9,479,849

地方交付税 1,993,805 1,993,805

その他行政コスト充当財源 1,709,602 1,709,602

補助金等受入 2,031,573 272,128 1,759,445

臨時損益

災害復旧事業費 △ 100,528 △ 100,528

公共資産除売却損益 77,487 77,487

投資損失 △ 1,998 △ 1,998

…

科目振替

公共資産整備への財源投入 1,061,814 △ 1,061,814

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 141,206 △ 141,206

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 225,786 225,786

減価償却による財源増 △ 462,654 △ 2,020,761 2,483,415

地方債償還等に伴う財源振替 1,631,406 △ 1,631,406

資産評価替えによる変動額 △ 8,669 △ 8,669

無償受贈資産受入 0 0

その他 1,226,870 488,675 337,387 400,808

期末純資産残高 70,391,558 10,830,696 62,028,721 △ 2,442,223 △ 25,636

純資産変動計算書
自　平成19年4月  1日

至　平成20年3月31日
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④ 資金収支計算書 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

資金収支計算書
自　平成19年4月  1日

至　平成20年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

266,102

12,127,725

3,494,022

3,623,177

1,239,718

1,824,545

306,043

1,374,118

17,014

254,288

645,900

901,473

9,462,069

1,993,805

1,759,445

373,719

2,540,859

168,359

2,777,300

272,128

68,082

1,412,680

16,820,393

4,692,668

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

△ 1,233,481

1,244,500

13,619

13,572

1,543,819
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投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度短期借入金（翌年度繰上充用金）増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成19年度における一時借入金の借入限度額は400,000千円です。
③ 支払利息には、一時借入金利子は含まれておりません。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

2,374,599
809,866
244,573

18,518,028
1,905,500
872,786

18,679,634

△ 161,606

1,629,418

1,467,812

77,487

24,324

153,816

△ 3,620,793

0

0

36,905

0

15,100

844,754

822,099

2,068,556

3,774,609

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

39,200
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2. 連結財務書類 
① 連結貸借対照表 

（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方公共団体

①生活インフラ・国土保全 60,737,215 ①普通会計地方債 16,508,260

②教育 22,665,480 ②公営事業地方債 23,054,485

③福祉 4,981,298  地方公共団体計 39,562,745

④環境衛生 16,162,513 (2) 関係団体

⑤産業振興 15,413,012 ①一部事務組合・広域連合地方債 919,121

⑥消防 893,946 ②地方三公社長期借入金 973,428

⑦総務 8,850,650 ③第三セクター等長期借入金 0

⑧収益事業 0  関係団体計 1,892,549

⑨その他 300 (3) 長期未払金 0

有形固定資産合計 129,704,413 (4) 引当金 3,744,969

(2) 無形固定資産 （うち退職手当等引当金） 3,736,896

①電話加入権 2,139 （うちその他の引当金） 8,073

(3) 売却可能資産 141,445 (5) その他 0

公共資産合計 129,847,997 固定負債合計 45,200,263

２　流動負債

２　投資等 (1) 翌年度償還予定額

(1) 投資及び出資金 80,959 ①地方公共団体 2,961,860

(2) 貸付金 78,421 ②関係団体 106,910

(3) 基金等 8,008,585  翌年度償還予定額計 3,068,770

(4) 長期延滞債権 472,530 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金を含む） 0

(5) その他 0 (3) 未払金 3,739,524

(6) 回収不能見込額 △ 81,921 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

投資等合計 8,558,574 (5) 賞与引当金 237,539

(6) その他 134,637

流動負債合計 7,180,470

３　流動資産

(1) 資金 9,971,474 負　　債　　合　　計 52,380,733

(2) 未収金 310,106

(3) 販売用不動産 3,883,516 [純資産の部]

(4) その他 2,104 １　公共資産等整備国県補助金等 25,052,181

(5) 回収不能見込額 △ 54,789 ２　公共資産等整備一般財源等 75,034,044

流動資産合計 14,112,411 ３　他団体及び民間出資分 0

４　その他一般財源等 36,417

５　資産評価差額 15,607

４　繰延勘定 0 純   資   産   合   計 100,138,249

資　　産　　合　　計 152,518,983 負 債 ・ 純 資 産 合 計 152,518,983

連結貸借対照表
（平成２０年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方
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② 連結行政コスト計算書 

　【経常行政コスト】

総　　額 （構成比率）

（１）人件費 3,201,082 11.4%

（２）退職手当引当金繰入等 △ 728,380 -2.6%

（３）賞与引当金繰入額 237,539 0.8%

小　　計 2,710,241 9.6%

（１）物件費 4,305,588 15.3%

（２）維持補修費 240,613 0.9%

（３）減価償却費 3,789,681 13.5%

小　　計 8,335,882 29.7%

（１）社会保障給付 9,907,014 35.2%

（２）補助金等 3,084,565 11.0%

（３）他会計等への支出額 0 0.0%

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等 130,180 0.5%

小　　計 13,121,759 46.7%

（１）支払利息 994,657 3.5%

（２）回収不能見込計上額 27,694 0.1%

（３）その他行政コスト 2,924,014 10.4%

小　　計 3,946,365 14.0%

28,114,247

（　構　成　比　率　）

　【経常収益】

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 397,434

２ 分 担 金 ・ 負 担 金 ・ 寄 附 金 4,464,035

３ 保 険 料 1,499,737

４ 事 業 収 益 1,174,976

５ その他特定行政サービス収入 231,789

7,767,971

ｂ／ａ 27.6%

20,346,276

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 b

（差引）純経常行政コスト ａ－ｂ

連結行政コスト計算書
自　平成１９年４月 １ 日

至　平成２０年３月３１日

１

２

３
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③ 連結純資産変動計算書 

純資産合計

期首純資産残高 101,283,288

純経常行政コスト △ 20,346,276

一般財源

地方税 9,479,849

地方交付税 1,993,805

その他行政コスト充当財源 1,692,746

補助金等受入 5,645,557

臨時損益

災害復旧事業費 △ 100,528

公共資産除売却損益 77,531

投資損失 △ 1,998

収益事業純損失 0

過年度損益修正損 0

その他特別損失 0

出資の受入・新規設立 0

資産評価替えによる変動額 △ 8,669

無償受贈資産受入 0

その他 422,944

期末純資産残高 100,138,249

連結純資産変動計算書
自　平成１９年４月 １ 日

至　平成２０年３月３１日
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④ 連結資金収支計算書 

 

（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

連結資金収支計算書
自　平成１９年４月　１日
至　平成２０年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

3,757,338

4,248,568

9,907,014

2,972,187

994,657

1,340,388

23,220,152

9,462,069

128,687

1,457,923

1,993,805

5,295,859

388,588

4,358,959

1,470,182

1,115,545

0

311,058

26,628,575

3,408,422

645,900
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公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

収益事業純収入

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

当年度資金増減額

期首資金残高

期末資金残高

3,096,023

334,565

1,435,042

13,619

0

107,685

0

0

1,890,910

△ 1,205,113

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

9,000

93,536

△ 3,075,584

△ 872,275

3,422,034

15,133

36,905

0

15,100

0

77,531

201,780

346,450

0

0

0

0

3,319,497

0

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

2,965,843

10,843,748

9,971,474

0

0

0

0

130,180
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3. 作成上の留意事項 
財務書類の作成に当たり、作業負荷及び作業工程の制約から下記の点について、簡便

的に作成しています。 

 

・売却可能資産は平成21年2月末現在、把握しているものになります。（なお、資産

台帳の段階的整備を実施する中で、売却可能資産を整理する予定です。） 

・会計間取引については、普通会計との間の取引のみ相殺消去しています。 

・行政目的別に金額を把握できない場合には、合理的な按分比率を使用して算出してい

ます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


